
医療的ケア児支援について
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①医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和3年6月18日公布、令和3年9月18日施行）

医療的ケア児に関する法律
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②児童福祉法 第五六条の六第二項目
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「医療的ケア児等の協議の場」の位置づけについて
医療的ケア児等の協議の場の設置については、地域の子ども・子育て会議や障害者総合支援法第 89 条の３にお
ける協議会等、既存の協議会等を活用することも可能である。

【医療的ケア児等総合支援事業実施要綱 5.留意事項（２）より】
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加賀市 医療的ケア児の実態

（単位：人）

（単位：人）加賀市 医療的ケア児数の推移（18歳未満の施設・在宅含む）

5

0～6歳 7～12歳 13～15歳 16～18歳 合計

H30年度 7 1 1 1 10

R1年度 10 2 0 2 14

R2年度 9 2 1 2 14

R3年度 6 7 1 0 14

※令和3年度の医療的ケアの内容では、経管栄養が最も多く、次いで酸素療法、気管切開、インス
リン管理となっている。
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H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

0～6歳 7～12歳 13～15歳 16～18歳



石川県

154 名

南加賀

35 名

加賀市

14 名
小松市

12 名
能美市

8 名

川北町

1 名

石川中央

96 名

能登中部

19 名

能登北部

4 名

医療的ケア児の人数
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石川県内 医療的ケア児数（令和2年度）
（単位：人）

石川県 医療的ケア児の実態

※医療的ケア児数の推移では、0-6歳が最も多く次いで7-12歳となっている。南加賀においても同様である。
南加賀において、加賀市の医療的ケア児数が最も多い。 6



加賀市の医療的ケア児の支援におけるこれまでの取り組みについて
〇これまでの経緯

• 平成２９年「医療的ケア児童連絡会」では、医療的ケア児に関する意見交換、情報共有を行う。

• 平成３０年 医ケア児に係る協議について、早期療育検討会（健康課所管）で検討することになる。

• 平成３１年 医ケア児に対する全世代的な支援の観点から、ふれあい福祉課所管に「加賀市医療的ケア児支援関係機関協議会

という形で設置となる。

課題 具体的な状況 R3までの取組

１ 相談窓口 ・相談支援専門員が困った時に相談する相談窓口がない
・ライフステージごとの役割機能が曖昧

２ 医療体制 ・かかりつけ医は市外だが、発熱時や緊急時に一旦市内の医
療機関で診察できる仕組みが必要

３ チームでの支援体制 ・支援者側の不安が大きい
・世帯（家族）を含めての支援体制が必要
・コーディネーターの配置（長期にわたり支援できる体制）

４ 保護者支援 ・保護者が一人で悩み不安を抱えてる
・家族負担が大きい（保育園に出向き医療行為を行う）
・兄弟姉妹が精神的に不安定になる

保育園での看護師
の支援体制の整備

５ 支援者の専門性 ・一番初めにかかわる支援者の面接技術が大事（適切な主訴
の捉えやその背景を聞くこと）
・受け入れる側の専門的知識が必要
・看護師配置が学校であっても、できる行為とできない行為
がある。
・看護師に専門性があり、すべての事例への対応が難しい。

６ 環境整備 ・保育園や学校などの受け入れの体制整備 保育園での看護師
の支援体制の整備

７ 実態・ニーズが不明 ・医療的ケア児の人数やニーズが分からない
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令和3年度医療的ケア児連絡会資料抜粋



医療的ケア児支援 障害者分科会資料参照

加賀市医療的ケア児連絡会の設置

「医療的ケア児」が地域における受入れが促進され、安心して生活を営むことができるよう、
医療的ケア児の支援に関する保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が協議の場にお
いて、地域の現状把握、分析、連絡調整、支援内容等地域全体の医療的ケア児等とその家族が
直面する課題及びその具体策の検討を行うことを目的に実施する。

２ 実施内容

医療的ケア児等とその家族の日常生活・社会生活を社会全体で支え、切れ目のない支援が受けることのできる体制
構築に向け、次の（１）から（４）までに掲げる事業の検討を行う。

（１）医療的ケア児の支援に係る情報の共有及び課題の整理に関すること

（２）医療的ケア児の支援に係る連携の強化に関すること

（３）医療的ケア児の支援に係る方策の検討に関すること

（４）その他医療的ケア児の支援に必要な事項

３ 検討内容

①加賀市医療的ケア児連絡会（医療的ケア児協議の場）の趣旨を共有

②現場からの課題の共有

③方策の検討

１ 構成メンバー

医師、訪問看護師、相談支援専門員、児童発達支援事業職員、放課後等デイサービス事業所職員、医療ソーシャル
ワーカー、医療的ケア児コーディネーターなど。

【令和3年度実績】
令和4年3月14日に開催
メンバー：医師会及び医療ソー
シャルワーカー、障がい児サービ
ス従事者を追加し再編

※構成メンバーは、今後の協議事項を踏まえ変更、追加参集予定



加賀市医療的ケア児連絡会
（医療的ケア児協議の場）

庁内合同ミーティング

・個別ケースの進行管理

地域包括
支援セン
ター（基幹
相談）

こども育成支援会議
・各機関の業務理解
・子育て支援の課題の協議の場

多課関連携した
ケース検討会
（個別課題）

個別課題から
地域課題の抽出
（地域課題）

イメージ図

個

地
域

医師会

訪問看護師
連絡会

加賀市地域連携
実務者連絡会

加賀市じりつ
支援協議会
（こども部会）

内部機関外部機関

加賀市医療的ケア児連絡会の体制
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各課での
ケース検討会
（個別課題）

学校
指導課

子育て
支援課

こども
育成相談
センター

子育て応
援ステー
ション

ライフステージ及び障がい部門担当課
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課題に対するこれからの取組みについて

○相談窓口
子育て応援ステーション

・母子保健、児童相談、障がい児支援（医療的ケア児含む）の相談機能を集
約しケース支援を行う。
・担当課が複数の場合は、連絡調整も含め、ケースの進行管理を行う。

○チームでの支援体制・保護者支援
・子育て支援課、育成相談センター、教育委員会、地域包括支援センターも
含めた庁内合同ミーティングを定例で設置予定

○支援者の専門性
・県主催の研修会等に関係課で参加
・庁内合同ミーテイングにおいて、ケース検討会をとおして支援の考え方を共
有する。

○環境整備とサービス状況等も含めた把握
・各担当課と連携し状況を把握し、必要な整備をしていく。

※上記の協議事項については、医療的ケア児連絡会にて協議及び報告を行っていく。


